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【第 3 版】 

 本ガイドライン第 2 版の公開により、ネットワーク基盤における安全性確保のための指

標は示されたが、その後、さらに医療に関連する個人情報を取り扱う種々の施策等の議論

が進行している。このような状況下においては、従来のように医療従事者のみが限定的に

情報に触れるとは限らない事態も想定される。例えば、ネットワークを通じて医療情報を

交換する際に、一時的に情報を蓄積するような情報処理関連事業者等が想定される。この

ような事業者が関係する際には明確な情報の取り扱いルールが必要となる。 

また、業務体系の多様化により、医療機関等の施設内だけでなく、ネットワークを通じ

て医療機関等の外部で業務を行うシーンも現実的なものとなって来ている。 

これらの状況を踏まえ、医療情報ネットワーク基盤検討会では「（1）医療情報の取扱に

関する事項」、「（2）処方せんの電子化に関する事項」、「（3）無線・モバイルを利用する際

の技術的要件に関する事項」の検討を行い、（1）及び（3）の検討結果をガイドライン第 3

版として盛り込んだ。 

「（1）医療情報の取扱に関する事項」では、従来、免許資格等に則り守秘義務を科せら

れていた医療従事者が取り扱っていた医療・健康情報が、情報技術の進展により必ずしも

それら資格保有者が取り扱うとは限らない状況が生まれて来ていることに対し、取り扱い

のルールを策定するための検討を実施した。 

もちろん、医療・健康情報を本人や取り扱いが許されている医師等以外の者が分析等を

実施することは許されるものではないが、情報化によって様々な関係者が関わる以上、各

関係者の責任を明確にし、その責任の分岐点となる責任分界点を明確にする必要がある。 

今般の検討では、その責任のあり方についての検討結果を「4 電子的な医療情報を扱う

際の責任のあり方」に取りまとめた。また、この考え方の整理に基づき「8.1.2 外部保存

を受託する機関の選定基準及び情報の取り扱いに関する基準」を改定している。 

一方、昨今の業務体系の多様化にも対応ができるように「（3）無線・モバイルを利用す

る際の技術的要件に関する事項」も併せて検討を実施している。 

無線LANは電波を用いてネットワークに接続し場所の縛られることなく利用できる半面、

利用の仕方によっては盗聴や不正アクセス、電波干渉による通信障害等の脅威が存在する。

また、モバイルネットワークは施設外から自施設の情報システムに接続ができ、施設外で

業務を遂行できる等、利便性が高まる。しかし、モバイルアクセスで利用できるネットワ

ークは様々存在するため、それらの接続形態毎の脅威を分析した。 

これらの検討を踏まえた対応指針を 6 章の関連する個所に追記し、特にネットワークの

あり方については「6.11 外部と個人情報を含む医療情報を交換する場合の安全管理」に取

りまとめを行った。 

さらに、モバイル端末や可搬媒体に情報を格納して外部に持ち出すと、盗難や紛失とい

った新たなリスクも想定されるため「6.9 情報及び情報機器の持ち出しについて」を新設

し、その留意点を述べている。


